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2012年の景気動向および2013年の景気見通し 

 
 

  
 
2012 年 12 月 10 日に発表された 7-9 月期の実質 GDP 成長率（2 次速報）は前期

(4～6 月期)比 0.9%減、年率換算で 3.5%減となり、2 四半期連続のマイナス成長とな

った。衆議院選後に政局混乱が長引けば、景気対策の遅れが懸念されるほか、円高や

海外経済の減速など景気が下振れするリスクもある。 
帝国データバンクでは、2012 年の景気動向および 2013 年の景気見通しに対する

企業の意識について調査を実施した。調査期間は 2012 年 11 月 19 日～30 日。調査

対象は全国 2 万 3,173 社で、有効回答企業数は 1 万 407 社（回答率 44.9％）。なお、

景気見通しに対する調査は2006年11月から毎年実施し、今回で7回目。 
 

調査結果のポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2012 年、「悪化」局面だったと判断する企業が 50.1％、「回復」は 2.1％ 

2012年の景気動向について尋ねたところ、「悪化」局面であったと回答した企業は

1 万 407 社中 5,217 社、構成比50.1％となり、2011 年の景気動向（2011 年11 月調

査）より 7.3 ポイント増加した。他方、「踊り場」局面とした企業は同 33.4％
（3,476 社）となり、2011 年より 4.0 ポイント減少した。また、「回復」局面とした

企業は前年の3.9％から同2.1％（217社）に減少した。 
企業からは「為替動向、海外経済の減速、政局混乱など明るい材料がほとんどなく、

企業の投資意欲が低迷、また消費意欲も低下」（衣料品卸売、埼玉県）や「消費税引

上げ、電気料金引上げなど消費回復に逆風が多く、個人消費に回復の傾向が見えてこな

い」（娯楽サービス、大阪府）の声があり、『製造』『小売』などで「悪化」が全体を

超え（4 ページ参考表 1 参照）、円高や消費の厳しさが 2012 年の景気を押し下げた。 

2013 年の景気見通しに対する企業の意識調査 
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＜TDB景気動向調査2012年11月 特別企画＞ 

2013年景気、「回復」を見込む企業は9.1％にとどまる 
～ 新たな懸念材料として、消費増税、中国経済、政局混乱、デフレが上位 

求める政策は、個人消費拡大策、デフレ対策の割合が増加 ～ 

● 2012年、「悪化」局面だったと判断する企業が50.1％、「回復」は2.1％ 
「悪化」局面だったと判断する企業は前回調査時（2011 年 11 月調査）よ

り7.3ポイント増加、「回復」は同1.8ポイント減少。 
● 2013年の景気見通し、「回復」が9.1％、「悪化」「踊り場」は3割超 

「回復」局面を予想する企業は2012年の景気と比べ7.0ポイント増加し、 
「悪化」局面を予想する企業（同 15.5 ポイント減）、「踊り場」局面を予想

する企業（同1.9ポイント減）はともに減少。 
● 2013年景気への懸念材料、「税制（消費増税）」（32.6％）が最多 

「為替（円高進行）」が30.0％、「中国経済」が28.3％と約3割。 
「為替（円高進行）」は前回調査（63.6％）から半減。 

● 景気回復のために必要な政策、「個人消費拡大」「物価対策」が増加 

「円高対策」（35.8％、前年比14.4ポイント減少）は前回調査時（50.2％）

から大幅に減少、「個人消費拡大策」（34.9％、同 14.3 ポイント増）、「物価

（デフレ）対策」（29.7％、同10.7ポイント増）は大幅に増加。 
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景気

2009年
景気見通し

2009年
景気

2010年
景気見通し

2010年
景気

2011年
景気見通し

2011年
景気

2012年
景気見通し

2012年
景気

2013年
景気見通し

回復局面 0.1％ 1.6％ 2.0％ 8.6％ 3.9％ 9.2％ 3.9％ 11.3％ 2.1％ 9.1％

（14社） （166社） （214社） （909社） （432社） （1,010社） （412社） （1,207社） （217社） （946社）

踊り場局面 8.3％ 14.2％ 34.0％ 34.7％ 45.5％ 34.5％ 37.4％ 31.6％ 33.4％ 31.5％

（875社） （1,510社） （3,577社） （3,652社） （4,985社） （3,777社） （4,004社） （3,384社） （3,476社） （3,278社）

悪化局面 85.9％ 70.5％ 51.1％ 35.4％ 37.6％ 33.9％ 42.8％ 33.4％ 50.1％ 34.6％

（9,103社） （7,472社） （5,375社） （3,724社） （4,117社） （3,708社） （4,575社） （3,574社） （5,217社） （3,601社）

分からない 5.8％ 13.7％ 12.9％ 21.3％ 12.9％ 22.4％ 15.9％ 23.7％ 14.4％ 24.8％

（610社） （1,454社） （1,355社） （2,236社） （1,414社） （2,453社） （1,704社） （2,530社） （1,497社） （2,582社）

合計

※網掛けは、「景気（各局面）」の構成比が前年調査「景気見通し（各局面）」の構成比以上。または、同年調査の「景気見通し（各
局面）」構成比が「景気（各局面）」の構成比以上

リーマン・ショック（2008年9月）後 東日本大震災（2011年3月）後

100.0

(10,407社)

100.0

(10,948社)

100.0

(10,695社)

2012年11月調査2011年11月調査
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「回復」局面とした企業からも「昨年は東日本大震災、タイの洪水被害により減産を

余儀なくされたが、今年度上期は回復基調」（こん包、三重県）や「2012 年は復興予算

や代替需要による増収」（金属製品製造、大阪府）といった、2012 年の景気回復の要

因は復興に関連する一時的な需要回復に過ぎないという見方の声も多く挙がった。  
「悪化」局面とする悲観的見方はリーマン・ショック直後の 2008 年（2008 年 11

月調査）をピークに 2 年連続で減少した後、2011 年、2012 年と 2 年連続で増加し

た。復興需要は限定的で内需は総じて弱く、外需の低迷もあり、厳しい状況が続いた。 
 

2013 年の景気見通し、「回復」が 9.1％に上昇、「悪化」「踊り場」は 3 割超 

2013 年の景気見通しは「悪化」局面を見込む企業が構成比 34.6％（3,601 社）と

なり、2012 年の景気動向から 15.5 ポイント減少した。また、2013 年の景気を「踊

り場」局面と予想する企業は 2012 年より 1.9 ポイント低い同 31.5％（3,278 社）と

なっており、「回復」局面は同9.1％（946社）と同7.0ポイント増加した。 
2013 年の景気見通しを規模別でみると、「回復」の割合は『大企業』（同 9.1％、

222 社）と『中小企業』（同 9.1％、724 社）で差がみられない一方、「悪化」の割合

は『大企業』（同 31.0％、757 社）よりも『中小企業』（同 35.7％、2,844 社）が 4.7
ポイント高かった（4 ページ参考表2 参照）。『中小企業』のなかでも特に『小規模企

業』は同37.7％（901社）と4割近くに達しており、規模の小さい企業ほど2013年

の景気を厳しくみている。 
業界別では、「悪化」は『農・林・水産』が同 41.9％（18 社）で最も高く、この

ほか『小売』『製造』など 4 業界で全体を上回り、「回復」は『建設』『不動産』『卸

売』『サービス』の4業界が全体を上回った。10業界すべてで「悪化」が「回復」を

上回っており、2013年の景気は業界を超えて厳しい見通しとなった。 
また、地域別でみると、『九州』を除く『北陸』以西では「悪化」が全体を上回っ

ており、総じて西日本地域で悲観的な見方を示す企業が多かった。 
2013 年の景気見通しは、2012 年と比べると、全規模、全地域、全業界で 2013 年

の景気は「回復」すると予想する企業が増加し、「悪化」すると予想する企業は減少

しており、企業の 2013 年の景気への見方は前年よりは良化した（4 ページ参考表 1、
2 参照）。しかし「悪化」「踊り場」局面と予想する企業はともに 3 割を超えており、

「回復」局面と予想する企業も2012年より増加したが1割弱にとどまった。 

企業からは「増税・社会保障問題など先行き不安が解消されない限り、消費意欲の減

退やデフレ基調は続き、景気は右肩下がりになる」（食品製造、長野県）、「金融円滑化

法の終了や消費増税により、景気停滞が始まる」（建設、静岡県）など、先送りされて

きた課題解決への道筋が見えないこと、消費増税や金融円滑化法終了後の景気への影

響度合いを計りかねている声も多く、今後の景気局面は流動的な状況となっている。 
 

2013 年景気への懸念材料、32.6％が「税制（消費増税）」と回答 

2013 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料を尋ねたところ、「税制（消費増税）」が

1 万 407 社中 3,396 社、構成比 32.6％（3 つまでの複数回答、以下同）で最も多か

った。さらに、「為替（円高進行）」が同 30.0％（3,120 社）、「中国経済」が同

28.3％（2,950 社）と続いた。「為替（円高進行）」は前回調査時の為替水準（1 ドル

77 円台）から比較して今回調査時は 4 円近く円安に振れた水準にあり、大幅に減少

した。「中国経済」は中国経済の成長鈍化などもあり、前回調査時（13.1％）から

2012年11月調査 2011年11月調査

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 税制（消費増税） 32.6 3,396 － －

2 為替（円高進行） 30.0 3,120 63.6 6,798

3 中国経済 28.3 2,950 13.1 1,399

4 衆院選挙後の政局混乱 24.5 2,545 － －

5 物価下落（デフレ） 23.2 2,414 14.1 1,503

6 原油・素材価格（の上昇） 19.8 2,063 24.0 2,564

7 中小企業金融円滑化法の終了 18.4 1,918 － －

8 所得（の減少） 18.1 1,886 14.7 1,577

9 雇用（の悪化） 17.8 1,857 17.9 1,919

10 米国経済 12.0 1,247 17.5 1,867

注1：

注2：2012年11月調査の母数は有効回答企業1万407社。2011年11月調査は1万695社

以下、「株価（の下落）」(8.8％、919社)、「欧州経済」(8.7％、905社)、「地政学リスク（中国、韓
国など近隣諸国との関係含む）」(8.6％、896社)、「政策支援終了による反動減」(5.9％、610
社)、「税制（復興増税）」(5.1％、531社)、「電力供給の制約」(4.6％、480社)、「金融市場の混
乱」(4.3％、443社)、「金利（上昇）」(3.9％、408社)、「東日本大震災」(2.3％、244社)、「規制強
化の流れ（法律改正や施行など）」(1.5％、153社)、「その他」(1.2％、122社)、「分からない」
(1.6％、165社)、「特になし」(0.3％、29社)

2013年景気の懸念材料（複数回答、3つまで）
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2012年11月調査 2011年11月調査

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 円高対策 35.8 3,727 50.2 5,365

2 個人消費拡大策 34.9 3,631 20.6 2,205

3 雇用対策 32.7 3,398 32.1 3,431

4 法人向け減税 31.8 3,310 32.2 3,439

5 物価（デフレ）対策 29.7 3,093 19.0 2,037

6 公共事業費の増額 29.5 3,068 27.6 2,955

7 所得の増加 24.3 2,527 21.7 2,324

8 個人向け減税 22.7 2,360 21.0 2,249

9 規制緩和 21.2 2,211 20.8 2,226

10 年金問題の解決（将来不安の解消） 20.4 2,121 22.6 2,417

注1：

注2：2012年11月調査の母数は有効回答企業1万407社。2011年11月調査は1万695社

以下、「財政再建」(20.2％、2,103社)、「TPP（環太平洋パートナーシップ協定）への参加」
(14.7％、1,526社)、「金融緩和政策」(14.4％、1,500社)、「震災復興」(12.9％、1,344社)、「原発
事故の収束」(11.5％、1,199社)、「地方への税源移譲」(6.9％、722社)、「研究開発の促進税
制」(6.2％、641社)、「環境関連の優遇策（補助金など）」(4.9％、512社)、「道州制の導入」
(3.4％、359社)、「個人向け手当の創設」(3.4％、356社)、「その他」(1.9％、194社)、「分からな
い」(2.4％、252社)

今後の景気回復に必要な政策（複数回答）

15.2 ポイント増と倍増した。そのほか、「衆院選後の政局混乱」（同 24.5％、2,545
社）、「物価下落（デフレ）」（同 23.2％、2,414 社）が 2 割を超えたほか、2013 年 3
月終了の「中小企業金融円滑化法の終了」も同 18.4％（1,918 社）あった。他方、

「原油・素材価格（の上昇）」「米国経済」への懸念は1年前の時点より弱まった。 
企業からは、「円安に振れることで、素材価格が上昇する懸念がある」（不動産、北

海道）や「円高対策として企業が海外移転を加速させることによる国内需要の低下懸

念」（機械卸売、群馬県）など、為替の行方については見方が分かれた。また、「中国

での反日運動再燃による同国への輸出減少」（機械製造、大阪府）や「金融円滑化終

了後の資金繰り悪化による倒産企業の増加を懸念」（建設、愛知県）など、外交問題

の悪化や金融円滑化法の終了による悪影響を懸念する声も寄せられた。 

全体としては、「為替（円高進行）」の割合は前回より大きく下がったとはいえ

「税制（消費増税）」に次ぐ水準にあり、「中国経済」の動向とともに、2013 年景気

を左右する要因として企業はみていることが明らかとなった。 

 
景気回復のために必要な政策、「個人消費拡大策」「物価対策」の割合が増加 

 今後、景気が回復するためにどのような政策が必要だと思うか尋ねたところ、「円

高対策」が 1 万 407 社中 3,727 社、構成比 35.8％（複数回答、以下同）で最多とな

った。「円高対策」は前回調査時（50.2％）からは 14.4 ポイント減少しているが、2

年連続で企業が求める政策のトップとなっており、引き続き景気回復に円高対策が重

要とする企業が多い。このほか「個人消費拡大策」（同 34.9％、前年比 14.3 ポイン

ト増）、「物価（デフレ）対策」（同 29.7％、同 10.7 ポイント増）が前回調査時から

大幅に増加した。「雇用対策」（同 32.7％、3,398 社）や「法人向け減税」（同 31.8％、

3,310社）も前回調査時と同様に上位に挙がった。 

今後の景気対策に必要な政策として「円高対策」「個人消費拡大策」「雇用対策」

「法人向け減税」が 3 割を超え、企業からは円高持続による国内産業の低迷、消費

税増税による消費や投資への悪影響を懸念し、その対応策を求める声が挙がった。 

具体的には、「超円高水準を適正に戻し、製造業の空洞化を止め、ある程度国内回帰

させない限り、近々の景気回復はないと思う」（機械製造、山梨県）など、円高対策を

求める声が多く挙がった。また「将来の生活不安を解消する政策が必要。消費が生ま

れれば、生産が始まり製造業も回復する」（建設、兵庫県）など将来の生活不安を解消

する政策を提示することの必要性や、「日本に企業を呼びこむ政策なくして、雇用増、消

費増はあり得ない」（建設、新潟県）といった海外企業の投資を呼び込むことによる

雇用促進や消費回復を求める意見も聞かれた。 
このほか、「再生可能エネルギー産業による雇用創出」（自動車部品製造、宮城県）、

「過去の例からみても、公共事業が増額されても将来への構造改革に良い影響はない。

それ以外の国内需要を喚起する環境、農林水産、福祉医療へ集中投資し内需新産業とし

て徹底して育成すべき」（建材卸売、北海道）、「従来のような箱物への投資は厳禁だ。

橋梁や道路等への徹底した補強工事に金を注ぎ込まないと、災害時にこの国のインフラ

はダメになる」（建材卸売、埼玉県）といった声もあがった。 
企業からは、公共事業に関して、災害に強いインフラ整備など優先順位を検討し

その使途を誤らないことや、新しい産業を育成することによる雇用創出など、多岐に

わたる意見が寄せられている。政府には、限られた予算のなかで優先順位を決定し実

行に移していく舵取りとその実行へのスピードが求められている。 
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【参考 1】2012 年の景気動向 ～規模・業界・地域別～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 2】2013 年の景気見通し ～規模・業界・地域別～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計

2.1 (217) 33.4 (3,476) 50.1 (5,217) 14.4 (1,497) 100.0 (10,407)

2.0 (49) 38.9 (950) 43.1 (1,054) 16.0 (390) 100.0 (2,443)

2.1 (168) 31.7 (2,526) 52.3 (4,163) 13.9 (1,107) 100.0 (7,964)

小規模企業 2.0 (48) 30.8 (735) 52.9 (1,265) 14.3 (342) 100.0 (2,390)

0.0 (0) 25.6 (11) 48.8 (21) 25.6 (11) 100.0 (43)

1.6 (2) 36.0 (45) 40.0 (50) 22.4 (28) 100.0 (125)

3.3 (46) 38.2 (540) 42.4 (599) 16.1 (227) 100.0 (1,412)

0.8 (2) 41.0 (109) 46.6 (124) 11.7 (31) 100.0 (266)

1.7 (50) 30.1 (902) 55.2 (1,654) 13.0 (388) 100.0 (2,994)

2.1 (67) 31.0 (980) 51.9 (1,641) 14.9 (471) 100.0 (3,159)

1.3 (6) 31.1 (143) 54.8 (252) 12.8 (59) 100.0 (460)

1.8 (7) 33.8 (134) 47.6 (189) 16.9 (67) 100.0 (397)

2.4 (37) 39.8 (602) 44.2 (668) 13.6 (206) 100.0 (1,513)

0.0 (0) 26.3 (10) 50.0 (19) 23.7 (9) 100.0 (38)

1.3 (7) 34.5 (190) 47.5 (262) 16.7 (92) 100.0 (551)

4.5 (27) 35.3 (213) 43.7 (264) 16.6 (100) 100.0 (604)

0.9 (6) 31.5 (207) 54.9 (361) 12.8 (84) 100.0 (658)

2.4 (83) 36.6 (1,252) 47.4 (1,620) 13.5 (463) 100.0 (3,418)

1.7 (9) 31.8 (171) 52.7 (283) 13.8 (74) 100.0 (537)

1.8 (21) 29.7 (338) 52.4 (597) 16.1 (183) 100.0 (1,139)

2.0 (35) 31.8 (547) 52.1 (898) 14.1 (242) 100.0 (1,722)

1.4 (9) 30.1 (187) 56.0 (348) 12.4 (77) 100.0 (621)

0.6 (2) 30.3 (103) 52.9 (180) 16.2 (55) 100.0 (340)

2.2 (18) 32.8 (268) 49.4 (404) 15.5 (127) 100.0 (817)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万407社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業

（構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計

9.1 (946) 31.5 (3,278) 34.6 (3,601) 24.8 (2,582) 100.0 (10,407)

9.1 (222) 33.5 (818) 31.0 (757) 26.4 (646) 100.0 (2,443)

9.1 (724) 30.9 (2,460) 35.7 (2,844) 24.3 (1,936) 100.0 (7,964)

小規模企業 8.1 (193) 29.0 (693) 37.7 (901) 25.2 (603) 100.0 (2,390)

7.0 (3) 25.6 (11) 41.9 (18) 25.6 (11) 100.0 (43)

4.8 (6) 38.4 (48) 25.6 (32) 31.2 (39) 100.0 (125)

9.8 (139) 31.4 (443) 32.4 (458) 26.3 (372) 100.0 (1,412)

10.9 (29) 36.8 (98) 29.7 (79) 22.6 (60) 100.0 (266)

8.5 (255) 31.2 (933) 36.7 (1,098) 23.6 (708) 100.0 (2,994)

9.7 (306) 30.7 (969) 34.1 (1,076) 25.6 (808) 100.0 (3,159)

6.1 (28) 32.2 (148) 40.7 (187) 21.1 (97) 100.0 (460)

8.8 (35) 29.2 (116) 34.5 (137) 27.5 (109) 100.0 (397)

9.5 (144) 33.3 (504) 32.9 (498) 24.3 (367) 100.0 (1,513)

2.6 (1) 21.1 (8) 47.4 (18) 28.9 (11) 100.0 (38)

7.8 (43) 30.5 (168) 33.2 (183) 28.5 (157) 100.0 (551)

8.9 (54) 32.8 (198) 34.9 (211) 23.3 (141) 100.0 (604)

8.7 (57) 31.8 (209) 36.8 (242) 22.8 (150) 100.0 (658)

10.1 (344) 33.3 (1,139) 31.6 (1,079) 25.0 (856) 100.0 (3,418)

6.5 (35) 31.8 (171) 38.7 (208) 22.9 (123) 100.0 (537)

7.6 (87) 28.6 (326) 37.9 (432) 25.8 (294) 100.0 (1,139)

9.5 (164) 30.5 (525) 34.8 (600) 25.1 (433) 100.0 (1,722)

8.7 (54) 31.6 (196) 38.0 (236) 21.7 (135) 100.0 (621)

6.8 (23) 30.6 (104) 39.7 (135) 22.9 (78) 100.0 (340)

10.4 (85) 29.6 (242) 33.7 (275) 26.3 (215) 100.0 (817)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万407社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

農・林・水産

中小企業
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調査先企業の属性 
 

1．調査対象（2 万3,173 社、有効回答企業1 万407 社、回答率44.9％） 

 

 

 

 

 

 
 

2．調査時期・方法 

   2012年11月19日～ 30日（インターネット調査） 

 

3.企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに全国売上高ランキングデータを加えて下記のとおり区分。 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

【問い合わせ先】株式会社帝国データバンク 産業調査部 政策支援課  
リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせください（一部有料の場合もございます）。 
担当：岡松･窪田･笹本･鈴木  Tel：03-5775-3164  e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 
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（1）地域

551 1,139
604 1,722
658 621

3,418 340
537 817

10,407

（2）業界（10業界51業種）

43 86
125 38

1,412 27
266 12

飲食料品・飼料製造業 359 38
繊維・繊維製品・服飾品製造業 118 62
建材・家具、窯業・土石製品製造業 238 140
パルプ・紙・紙加工品製造業 112 52
出版・印刷 199 5
化学品製造業 396 397
鉄鋼・非鉄・鉱業 516 35
機械製造業 440 13
電気機械製造業 342 9
輸送用機械・器具製造業 101 134
精密機械、医療機械・器具製造業 76 35
その他製造業 97 63
飲食料品卸売業 404 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 216 145
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 379 126
紙類・文具・書籍卸売業 118 409
化学品卸売業 323 58
再生資源卸売業 31 211
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 330 94
機械・器具卸売業 983 27
その他の卸売業 375 138

38
10,407

（3）規模 （4）中国進出

2,443 23.5%

7,964 76.5%

(2,390) (23.0%)

10,407 100.0%

(313) (3.0%)

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 783

（2,994）

卸売

（3,159）

金融

建設

不動産

製造

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（460）

サービス

（1,513）

運輸・倉庫

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業


